キャッシュ・フロー会計の計算構造 - キャッシュ・フロー計算書の表示法と作成法を中心として- by 郡司 健




Structure of Cash Flow Accounting? Presentation and 
Preparation of Statement of Cash Flows?



























Structure of Cash Flow Accounting
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The listed companies in Japan are required to include the statement of
cash flows in their published financial statements. In IFRS, the statement of cash
flows is included in the system of financial statements with the statement of
financial position, the statement of comprehensive income, and the statement of
changes in equity.
The statement of cash flows has often been called the third financial
statement. Two methods of presentation, the direct method and indirect method,
are permitted in the statement of cash flows. However, that doesn't
automatically mean it is the method of preparation of the statement of cash flows.
It is often claimed that in order to be equal to the balance sheet and income
statement, the statement of cash flow should be prepared directly from the
transaction data.
This paper investigates the working-sheets and accounting treatments in
the direct method and indirect method of preparation of the statement of cash
flows. The discussion concerning the direct method of preparation is primarily on
the three calculation system theory 
-theory of three-series-of-accounts
(Dreikontenreihentheorie)- developed by M.R. Lehmann of Germany. He
advocated the theory of doing calculations of the assets and equity, the expense


















































































































































































































































































































































































借  方 期 首 期 末 貸  方 期 首 期 末
現 金 4,000 4,350買 掛 金 4,000 4.250
売 掛 金 5,0005,900借 入 金 3,000 3,320
有 価 証 券 2,360 2,650未 払 利 息 0
商 ロロ 3,500 3,900未払法人税等 0
設 備 2,000 2,000資 本 金 9,000 9,000














営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取配当金
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項  目 借方 貸方 (修正記入)
現   金 *350
売 掛 金 900 (D900
有 価 証 券 ()290
商   品 ()400
設   備
減価償却累計額 ④160
買 掛 金 ()250
借 入 金 ()320
未 払 利 息 ⑥180
未払法人税等 ⑦150
資 本 金 0
利益剰余金 (D880
P/L&C/S 費用 収益 支出 収入
売 上 高 7,000 徊D900 6,100
売 上 原 価 ()400く)250 4,650
営業費 (販管費) ④160 640
受取配当金 ()80
配当金受取額 () 80 80
支 払 利 息 300 ⑥180




現   金 *350 350



















営業活動によるキャッシュ・フロー    320
有価証券取得支出
投資活動によるキャッシュ・フロー    ー290
借入金収入




























①(借)売上高 (P/L)    7,000/(貸)売掛金 (B S)     900






②(借)買掛金 (B/S)     250/(貸)売上原価 (P/L)   4,500
③ (借)仕入支出 (C/S)   4,650/(貸)商  品 (B/S)    400
3)その他の営業支出
その他の営業支出については営業費 (販売費・一般管理費)支出が用いられる。この例
では営業費 (販売費 。一般管理費)には営業施設関係の減価f_4却費 (当期減価償却累計額)
が含まれるので,この非現金費用を差し引いてその他の営業支出を算定する。
その他の営業支出640=営業費 (販売費・一般管理費)800-減価償却費 (累計額)160






⑤(借)受取配当金 (P/L)    80/(貸)配当金受取額 (C/S)  80
⑥(借)未払利息 (B/S)    180/(貸)支払利息 (P/L)    300

















③(借)有価証券取得支出 (CノS)290/(貸)有価証券 (B/S)    290






項  目 増減額 (修正記入)
現 金
売 掛 金 900 (D900




買 掛 金 ()250
借 入 金 ()320





売 上 高 (7,000) 屯)900 6,100













項  目 増減額 (修正記入) 差 額
現 金 *350
売 掛 金 (D900
有 価 証 券 290 ()290
商
?? ()400 0
設   備 0 0
減価償却累計額 ②160 0
買 掛 金 ()250 0
借 入 金 ()320 0
未 払 利 息 ⑦180 0
受取配当金 (80) () 80
配当金受取額 () 80
支 払 利 息 ⑥180












受取配当金 ⑥ 80 ⑥Ⅲ80
支 払 利 息 ⑦中300 G)300
法 人 税 等 嘔D600 ()600




支 払 利 息 ⑦*300 300
売掛金増加 (D900 -900
商 品 増 加 ()400 -400
受取配当金 ⑥*80
配当金の受取額 ()80
利息の支払額 0300 ⑦180 -120



















































②(借)減価償却累計額 (B/S) 160/(貸)減価償却費 (C/S)   160





④(借)売掛金増加高 (C/S)  900/(貸)売掛金 (B/S)     900
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⑥(借)受取配当金 (P/L)    80/(貸)配当金受取額 (C/S)  80
300⑦(借)未払利息 (B/S)    180/(貸)支払利息 (P/L)


























〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 尋目員長目§甲






















































































































































































































































































































項  目 期 首 借 方 貸 方 期 末
現金 (CCE) 4.000 4,350
売 掛 金 5,000 5,900
有 価 証 券 2,360 290 2,650
商 3,500 3,900
設 備 2,000 0 2,000
減価償却累計額
買 掛 金 4,000 4,250
借 入 金 3,000 3,320
未 払 利 息
未払法人税等 0
資 本 金 9,000 0 9,000
利益剰余金 1,380
売 上 高 7,000 7,000












営 業 収 入 7,000 6,100


























































































③(借)営業費         640/(貸)営業CCE        640
4)配当金受取の仕訳
ここでは受取配当金は全額入金されたものと考える。
④(借)営業CCE        80/(貸)受取配当金        80
5)利息支払額の仕訳
ここでは,未払利息として処理した支払利息300のうち,120を支払ったと考える。
(借)支払利息        300/(貸)未払利息        300




(借)利益剰余金       600/(貸)未払法人税       600






① 売掛金    6,100
④ 受取配当金   80
② 買掛金    4,650
③ 営業費     640
⑤ 未払利息    120
⑥ 未払法人税   450






B)(借)有価証券        290/(貸)投資CCE        290




期首CCE      4,000
A)営業CCE   320
C)財務CCE    320
B)投資CCE    290








(借)売掛金        7,000/(貸)売上         7,000

























































600/(貸)未払法人税       600




(借)有価証券        290/(貸)投資CCE
















































項  目 期 首 借 方 貸 方 期 末
現   金
売 掛 金 (D900
有 価 証 券 2,360
商   品 ()400
設   備 0
減価償却累計額 ②160
買 掛 金 ()250
借 入 金 3,000
未 払 利 息 ⑦180
未払法人税等 0 ()450 個)600








商 品 増 加 ()400









































①(借)税引前当期純利益   1,480/(貸)利益剰余金       880




②(借)営業CCE        160/(貸)減価償却累計額     160
3)営業活動に係る資産および負債の増減
3a)買掛金の増加 (減少)はそれだけ営業CCEが増加 (減少)したと考える。
③(借)営業CCE        250/(貸)買掛金         250
3b)売掛金の増加 (減少)はそれだけ営業CCEが減少 (増加)したと考える。
④(借)売掛金         900/(貸)営業CCE        900
3c)棚卸資産 (商品)の増加はその分だけ売上原価を超えて支出した,つまり営業CCE
が減少したと考える (棚卸資産の減少の場合は営業CCE増加と考える)。




⑥(借)受取配当金        80/(貸)営業CCE        80
4b)そして,配当金の受取は,この未収の配当金が全額払い込まれた (営業CCEの増加)
と考える。
⑥(借)営業CCE        80/(貸)受取配当金        80
5)利息支払額
5a)支払利息は,まず未払利息 (非現金費用)として営業CCEの増加と考える。
⑦(借)営業CCE        300/(貸)未払利息        300
5b)未払利息300のうち,支払った120が利息の支払い (営業CCEの減少)となる。
⑦(借)未払利息        120/(貸)営業CCE        120
6)法人税等支払額 :未払法人税等のうち450が支払われた,つまり営業CCEが減少した。









3a)買掛金増加   250






















































益)系統の勘定 (die Konten der Leistungsverrechnung oder Aufwands―und Ertragsreihe)





しかし,ワルプの二勘定系統説 (費用 。収益系統,収入 。支出系統)では,ヒュックリ
等の (物的)二勘定系統説が損益計算を従属的位置においたのと同様に,今度は有高計算
を損益計算の従属的位置におくこととなり,同じような欠点がみられる (Lehmann 1925,





































する (vor sich gehen),その速度の相違を調整 (均衡)することにあるという,まさにその勘定の
持つ意義を看過している。Lehmann 1925,S344
























































借 方 期 首 貸 方 期 首
現 金 4,000買 掛 金 4,000
売 掛 金 5,000借 入 金 3,000
有 価 証 券 2,360未 払 利 息 0
商 3,500未払法人税等 0
















(借)仕入         4,900/(貸)現金等        4,650
/  買掛金         250
侶)営業費800円のうち減価償却費160円以外は現金で支払った
(借)営業費         800/(貸)現金等         640
/  減価償却累計額     160
に)配当金を現金で受け取った。
(借)現金等          80/(貸)受取配当金        80
6)支払利息300円のうち120円は現金で支払った。
(借)支払利息        300/(貸)未払利息        180
/  現金等         120
俗)法人税等600円のうち450円を現金で支払った。
(借)法人税等        600/(貸)現金          450
(利益剰余金)       /(貸)未払法人税等      150
0)投資活動および財務活動によるキャッシュ・フローの処理
(借)有価証券        290/(貸)投資CCE        290
(借)財務CCE        320/(貸)借入金         320
0)期首・期末商品有高を仕入勘定に振り替えた (期末商品増加高を仕入勘定へ振り替
えた)。
(借)商品          400/(貸)仕入          400
これより,次のような三勘定計算表が作成される。
図表17 三勘定計算表
摘 要 金 額 資産
・持分 収入・支出 費用・収益
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